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無線基地局のさらなる高度化・経済化を実現するアクティブアンテナ
―LTE基地局との接続と屋外実験によるエリア品質の評価― 

 

近年，無線基地局の進化のアプローチとして，アンテナ
に無線信号の送受信機能を一体化して搭載するアクティブ
アンテナが注目されている．従来の基地局と比較して，よ
り高品質なサービスエリア，基地局の小型化，電力効率の
向上などを実現する．本稿では，アクティブアンテナを用
いた基地局の特長と，ドコモで実施した屋外実験の概要お
よび実験結果について解説する．また，3GPPにおける標
準化動向についても概説する．  

1. まえがき 
無線ネットワーク上のモバイルト

ラフィック増大の需要に応えるため，

移動通信システムが年々進化してい

るように，サービスエリアを形成す

るために設置される無線基地局もま

た進化し続けている．基地局の進化

のアプローチとして，近年，アンテ

ナに無線信号の送受信機能を一体化

して搭載するアクティブアンテナが

注目されている．このようなアク

ティブアンテナを用いる無線通信シ

ステムはAAS（Active Antenna Sys-

tem）と呼ばれ，現在，標準化団体

である3GPP（3rd Generation Part-

nership Project）においてAASの

無線特性などに関する規定の標準化

作業が行われている．アクティブア

ンテナを用いる基地局は，従来の基

地局に比較して，より高品質なサー

ビスエリアの実現，基地局全体の小

型化，電力効率の向上などの利点が

ある． 

ドコモでは，今後の利用が期待さ

れるアクティブアンテナに関して，

商用網で使用しているLTE基地局

装置との標準インタフェースによる

接続試験に成功しており，さらにア

クティブアンテナ基地局を用いた日

本初の屋外実験を実施した[1] [2]． 

本稿では，アクティブアンテナを

用いる基地局の技術的な特長と，ド

コモで実施した屋外実験の概要およ

び実験結果について解説する．最後

に，3GPPにおけるAASの標準化動

向について概説する． 

2. アクティブアンテナ
基地局の特長 

2.1 アクティブアンテナを 
用いた基地局の基本構成 

アクティブアンテナ基地局の構成

および特長を図1に示す．アクティブ

アンテナは，複数のアンテナ素子と

各アンテナ素子に対応する小型無線

機，およびそれらの制御部から構成

される．アンテナ素子は電波の出入

口であり，小型無線機はデジタル／

アナログ間の変換，周波数変換，電

力増幅などの無線信号の送受信処理

を行う．制御部は各アンテナ素子に

与える励振係数＊1のデジタル制御な

どを行う．携帯端末との通信時に送

受信される情報のデジタル信号処理

を行うベースバンド装置（BBU：

BaseBand Unit）＊2とアクティブアン

テナ間は，光ファイバケーブルによ

り接続され，デジタル信号を伝送す

る． 

従来の基地局アンテナでは，アナ

ログ可変移相器によりアンテナ素子

間の相対的な励振位相差＊3を変更す

ることにより，エリア半径を調整す

るためのアンテナビームチルト＊4制

御を実現している．アクティブアン
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＊1 励振係数：アンテナ素子ごとに与える位
相・振幅の情報． 

＊2 ベースバンド装置（BBU）：基地局を構成
する装置の1つで，携帯端末との通信時に
送受信される情報のデジタル信号処理を行
う装置． 
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図1 アクティブアンテナ基地局の構成および特長 

テナでは，各アンテナ素子の励振係

数を個別にデジタル制御することが

可能である．アナログ可変移相器よ

りも励振係数の制御の自由度が高く

なるため，従来よりも柔軟にアンテ

ナ指向性＊5を形成でき，より高品質

なサービスエリアの設計が可能とな

る．例えば図1に示すように，1つ

のアンテナで従来よりもチルトの可

変範囲を拡大でき，基地局における

電波の送信（下りリンク（DL：

DownLink））と受信（上りリンク

（UL：UpLink））で異なるチルトの

設定，あるいはLTEやW-CDMAな

どの無線アクセス方式（RAT：

Radio Access Technology）ごとに

個別にチルトの設定が容易に（複数

のアナログ可変移相器を搭載せずに）

実現できるようになる． 

アクティブアンテナは，複数の無

線機で構成されることから，所望の

アンテナビーム合成を実現するため

には，無線機間の相対的な振幅，位

相を揃える必要がある．そのため，

アクティブアンテナには，個々の無

線機の電力増幅回路などがもつ雑音

に起因するアンテナ素子間の励振誤

差を適宜補正するキャリブレーショ

ン機能を有し，安定したアンテナ指

向性を実現している． 

2.2 リモート設置型基地局
構成における利点 

サービスエリアを形成するための

基地局構成の一形態として，図2に

示すような親局と複数の子局で構成

されるリモート設置型基地局（光張

出し基地局）がある．従来の基地局

は，親局となるBBU，親局から離

して設置され，無線信号の送受信処

理を行う無線機（RRH：Remote 

Radio Head＊6），およびRRHの近く

に設置されるアンテナから構成され

る．BBUとRRHは光ファイバケー

ブルによりデジタル信号を伝送し，

RRHとアンテナはRF（Radio Fre-

quency）＊7同軸ケーブルにより無線

信号を伝送する．一方，アクティブ

アンテナを用いる基地局は，従来の

基地局におけるRRHの機能をアン

テナに統合し，アクティブアンテナ

として置き換えた構成と考えること

ができる．アクティブアンテナは，

図1のように無線機を各アンテナ素

子に分散して搭載するため，1つの

無線機に要求される最大送信電力は

小さくなり，一般に小型化が可能で

＊6 RRH：基地局を構成する装置の1つで無線
信号の送受信処理を行う無線機．光ファイ
バなどを使ってBBUから離れた場所に設置
する． 

＊7 RF：無線通信に使用される周波数． 
 

＊3 励振位相差：アンテナ素子が放射または受
信する電波の，素子間の位相差． 

＊4 チルト：アンテナビーム方向の垂直面内の
傾きを表す．水平方向を0°とし，チルト
角を増減することで通信エリアが変化す
る． 

＊5 アンテナ指向性：アンテナからの放射強度
（あるいは受信感度）の方向特性． 
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図2 リモート設置型基地局における従来の構成とアクティブアンテナを用いた構成 

ある．RRHの設置も不要であること

から，基地局全体の小型化・省ス

ペース化を実現できる．これは，都

市部などの装置設置スペースの限ら

れた場所への基地局設置に有利とな

る．さらに，BBUとアクティブアン

テナ間は光ファイバケーブルにより

接続され，各アンテナ素子に対する

励振係数のデジタル信号処理が可能

となるため，従来構成におけるRF

同軸ケーブルやアンテナ内部のアナ

ログ可変移相器などで生じる電気的

損失が軽減され，電力効率が向上す

る．これにより，1つの基地局がカ

バーするエリアの拡大やエリア品質

の向上，あるいは省電力化による運

用コストの低減が実現できる． 

3. 標準インタフェース
によるBBUとの接続 

ドコモではアクティブアンテナ試

作機を用いて，アクティブアンテナ

基地局の性能評価を行っている．評

価に用いたアクティブアンテナは，

BBUとの接続に関して，欧州電気

通信標準化機構（ETSI：European 

Telecommunications Standards Insti-

tute）＊8で仕様化が進められている

国際標準規格のORI（Open Radio 

equipment Interface）準拠の標準イ

ンタフェースに対応することを1つ

の特長としている．図3に示すよう

に，従来のリモート設置型基地局に

おいて子局をアクティブアンテナに

置き換える場合，そのインタフェー

スが装置専用のものであると，親局

であるBBUもアクティブアンテナ

に対応した装置に置き換える必要が

生じる．しかしながら，標準インタ

フェースに対応していれば，異なる

ベンダのBBUとアクティブアンテ

ナの間で相互接続が可能となり，既

設のBBUを変更することなく，ア

クティブアンテナを安価にかつ迅速

に導入できるようになる．ドコモで

は，商用網で使用しているLTE基

地局装置とアクティブアンテナ試作

機の間で，ORI準拠の標準インタ

フェースによる接続試験に成功して

いる． 

4. 屋外伝送実験 
4.1 実験目的 
ドコモでは，LTE基地局装置と

アクティブアンテナ試作機で構成し

た実験局により屋外伝送実験を実施

し，アクティブアンテナ基地局の利

点の1つである電気的損失の軽減に

よる電力効率向上効果の検証を行っ

た．従来基地局からの改善量を明確

にするため，アンテナ利得＊9や半値

幅＊10などの基本的なアンテナ諸元

が同等となるよう設計した従来タイ

プのアンテナ（以下，本稿ではアク

ティブアンテナとの対比でパッシブ

アンテナと呼ぶ）を実験局に併設し，

DLにおける通信品質や通信エリア

を比較した． 

＊9 アンテナ利得：アンテナの最大放射方向に
おける放射強度．一般に等方性のアンテナ
を基準とした比で表される． 

＊10 半値幅：アンテナの最大放射方向に対し放
射電力が半分となる角度． 

 

 
 
 
 
 
 

＊8 欧州電気通信標準化機構（ETSI）：欧州の
電気通信技術に関する標準化団体． 
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図3 標準インタフェースによるアクティブアンテナ導入の効率化 

表１ 実験局の主要な無線諸元 

通信方式 LTE 

無線周波数バンド 800MHz帯 

帯域幅 10MHz 

総送信電力 10W 

基地局アンテナ高 約40m 

チルト角  8° 

4.2 実験局の構成 
実験局の主要な無線諸元および装

置構成を，表1および図4にそれぞ

れ示す．アクティブアンテナは，垂

直および水平偏波からなる直交偏波

構成＊11のアンテナであり，偏波あ

たり8つのアンテナ素子および対応

する8つの小型無線機から構成され

る．一方，パッシブアンテナは，無

線機以外の構成はアクティブアンテ

ナと同等であり，チルトを制御する

ためのアナログ可変移相器を搭載し

ている．パッシブアンテナ構成で使

用するRRHは，アンテナ鉄塔の足

元に設置する構成とした．両アンテ

ナは，高さ約40mのアンテナ鉄塔に

設置し，チルト角をともに8°に設

定した．偏波アンテナあたりの送信

電力は，アクティブアンテナでは8

つの小型無線機の出力の総和，パッ

シブアンテナではRRHでの出力が，

共に10Wとなるように設定した．

通信方式はLTEとし，無線周波数

は800MHz帯，帯域幅は10MHzを用

いた． 

4.3 測定環境 
屋外伝送実験は，千葉県千葉市の

郊外地で実施した．実験局周辺は高

い建物が少なく比較的開けた環境で

ある．測定は図5に示すような，基

地局からの距離が200～700m程度の

 
 

＊11 直交偏波構成：垂直および水平，あるいは
±45°方向で直交する偏波を用いること
で，1筐体でアンテナ2本相当の送受信を実
現するアンテナ構成． 
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図4 実験局の装置構成 

実験局
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N
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広域エリア

実験局

基地局近傍エリア

測定コース 測定コース

 
図5 測定エリア 

基地局近傍エリア，および基地局か

らの距離が1～3km程度の広域エリア

の2つのエリアの測定コース上で行っ

た．基地局近傍エリアは，おおよそ

アンテナのメインビームの半値幅

（垂直および水平面）の範囲内であ

り，DLにおける受信レベル（RSRP：

Reference Signal Received Power＊12） 

およびユーザスループット＊13を評

＊12 RSRP：移動端末で測定される参照信号の
受信レベル．移動端末がセル選択をする際
の指標の1つ． 

＊13 スループット：単位時間あたりに誤りなく
伝送される実効的なデータ転送速度． 
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図6 DLの通信品質の比較 

価した．一方，広域エリアでは，通

信可能なエリアの範囲について評価

した． 

4.4 実験結果 
①基地局近傍エリア 

基地局近傍エリアにおける

RSRPおよびユーザスループッ

トの測定結果を図6に示す．測

定値は，10m四方に区切った

メッシュ内の測定値を平均化し

て求めた．グラフはエリア内で

観測される測定結果の中央値を

比較したものである．グラフよ

り，アクティブアンテナ構成は，

パッシブアンテナ構成と比較し

て，RSRPの中央値が約4dB増

大し，ユーザスループットの中

央値では約10％向上している

ことがわかる．これらの結果よ

り，同一エリア内における比較

では，アクティブアンテナ基地

局を用いることにより，通信品

質をさらに向上できることがわ

かる． 

②広域エリア 

広域エリアにおいて実施した

通信可能なエリア範囲の比較で

は，パッシブアンテナ構成は基

地局から直線上で2.5km程度ま

でが通信圏内であるのに対し，

アクティブアンテナ構成では

3km超が通信圏内となる結果で

あった．これにより，アクティ

ブアンテナ構成は，パッシブア

ンテナ構成に比較して，通信カ

バーエリアを1.2倍以上拡大で

きることが確認できた． 

5. 3GPP RAN4標準化
動向 

3GPP RAN4（Radio Access Net-

work working group 4）は，3GPP

においてUTRAN（Universal Terres-

trial Radio Access Network）＊14/E-

UTRAN（Evolved UTRAN）＊ 15の

RF観点での標準化を担当するグ

ループである．AASの無線特性な

どに関する規定もその範囲に含まれ

ており，2011年9月にSI（Study 

Item）＊16の議論が開始された．SIで

は既存基地局とAASの送信波・受

信波の違いを議論し，2013年3月に

完了した．現在は，2013年3月より

開始されたWI（Work Item）＊17にお

いて，AASの無線特性の規定およ

び測定法に関する議論が継続されて

いる．WIは2015年初頭に完了見込

みである． 

5.1 SIにおける議論 
SIにおいては，まず議論のベース

となるAASの構造について議論され，

図7に示すように，K個の無線機

（Transceiver Unit＊18）で構成され

るTransceiver Unit Array＊19，L個

のアンテナ素子（Array Element）

で構成されるAntenna Array＊20，こ

れらをK：Lに分配合成するRDN

＊16 SI：仕様作成における課題の検討作業．
＊17 WI：仕様の規定作業． 
＊18 Transceiver Unit：送信機と受信機が一体

となった装置．無線機． 
＊19 Transceiver Unit Array：無線機の配列 
＊20 Antenna Array：アンテナ素子の配列． 

 
 
 
 
 
 

＊14 UTRAN：W-CDMA無線伝送方式を持つ
3GPPの無線アクセスネットワーク． 

＊15 E-UTRAN：LTE無線伝送方式を持つ
3GPPの無線アクセスネットワーク． 
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図7 RAN4で合意されたAASの構造 

（Radio Distribution Network）＊21か

らなる構造と定義することが合意さ

れた． 

次に，送信機の不要波に関する規

定が議論された．AASにおける不

要波の影響についてシミュレーショ

ン評価が行われ，隣接チャネル漏洩

電力比（ACLR：Adjacent Channel 

Leakage Ratio）＊22の規定は，既存

基地局と同じ送信機あたり45dBと

すれば，既存基地局と同程度の伝送

品質劣化になることが確認された．

また，受信機のインバンドブロッキ

ング＊23に関しても議論が行われ，

既存基地局と同程度の妨害波レベル

となることが確認された．その他の

詳細な合意内容については，Tech-

nical Reportとして文献[3]で参照す

ることができる． 

5.2 WIにおける議論 
SIでの議論に引き続き，送信機の

不要波に関して実伝搬環境に即した

多様なシナリオでシミュレーション

が行われ，ACLRの規定値を45dBと

することが合意された．既存基地局

の装置仕様では，その規定点はアン

テナと装置の分離点である「アンテ

ナコネクタ」となっている．しかし

ながら，AASはアンテナと装置が一

体となることで，アンテナ指向性や

実効放射利得を動的に変更可能とす

ることを特徴とするため，アンテナ

コネクタに適用される規定のみなら

ず，新たに放射特性についての規定

を設けること，すなわち，放射送信

電力規定（Radiated transmit power 

requirement）および無線受信感度

規定（OTA（Over The Air）sen-

sitivity requirement）の必要性が議

論されている．その他の2014年11月

までの詳細な合意内容は，Technical 

Reportとして文献[4]で参照するこ

とができる． 

6. あとがき 
本稿では，アンテナに無線信号の

送受信機能を一体化して搭載するこ

とで基地局を進化させるアクティブ

アンテナに関して，その技術的特長，

ドコモで実施した屋外実験の概要，

実験結果，および3GPPにおける標

準化動向について概説した． 

今後は，アクティブアンテナ基地

局のもつ利点を活かして，これまで

よりも柔軟なサービスエリアの展開

および通信品質の向上を目指し，ア

クティブアンテナの導入に向けた検

討を進めていく予定である． 
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＊21 RDN：Transceiver Unit ArrayとAntenna 

Array間を接続する論理的ノード． 
＊22 隣接チャネル漏洩電力比（ACLR）：希望

波に隣接する帯域における希望波電力に対
する不要波電力の比率． 

＊23 インバンドブロッキング：受信帯域内の

妨害波耐性．
 
 
 
 
 

N
TT

 D
O

C
O

M
O

 T
ec

hn
ic

al
 J

ou
rn

al




